
基準値 目標値 達成

24年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

15 16.3 29.8 33.6 22.9 24.5 30

- 20 24 27 30

基準 目標 達成

- 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 30年度

- 49 49 50 49 52 -

50 49 50 49 50

施策の分析

次期目標等への
反映の方向性

平成２８年度実施施策に係る政策評価書
（環境省２８－㊸）

施策名 目標９－４　環境情報の整備と提供・広報の充実

施策の概要
環境保全施策を科学的、総合的に推進するため、環境問題に係る情報を体系的に整備し利用を図るととも
に、様々なニーズに対応した情報を整備し、各主体への正確かつ適切な提供に努める。また、地球環境問
題から身近な環境問題までの現状と取組について、各種媒体を通じた広報活動を行う。

達成すべき目標 環境情報の体系的な整備、国民等への提供を行い、環境行政の各種施策を推進する基盤とする。

施策の予算額・執行額等

区分 26年度 27年度 28年度 29年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a）

執行額（百万円）

1,468 1,499 2,052 1,920

補正予算（b） - - - -

年度ごとの目標値

繰越し等（c） - - （※記入は任意）

合計（a＋b＋c） 1,468 1,499 （※記入は任意）

・環境情報の体系的な整備、国民等への提供については、環境統計の整備・充実や環境省ホームページの
改善等を通じて着実に実施している。目標値には届かなかったものの、「環境問題に関する情報への国民
の満足度」は平成24年度の基準値と比べて大きく上昇しており、施策の効果が現れていると言える。
・一方、「平成28年度環境にやさしいライフスタイル実態調査報告書」では、環境省ホームページ内にある
「我が国の環境政策に関するポータルサイト」の利用経験者に今後の要望を聞いたところ、「信頼でき、正確
なもののみ掲載してほしい」（53.4%）、「利用者の理解を助けるため、分かりにくい情報は分かりやすく加工し
て提供してほしい」（43.8%）が高い割合を占めていることが明らかになった。今後は、政府全体で推進してい
るオープンデータ化等の取組を一層加速化し、わかりやすく信頼性が高い情報を発信していくことが必要と
考えられる。
・平成28年度に中央環境審議会環境情報専門委員会が実施した「環境情報戦略」に基づく施策のフォロー
アップ調査結果においても、今後更なるオープンデータ化等の取組が必要と指摘されている。

1,316 1,286 （※記入は任意）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

―

測定指標

環境問題に関する情報へ
の国民の満足度（％）

実績値

×

政策評価実施時期

研修実施回数

施策の進捗状況（実績）

○

年度ごとの目標

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 進展が大きくない

（判断根拠）
・「環境問題に関する情報への国民の満足度」については、28年度は目標値（30%）を下回ったが（約25%）、
24年度の基準値15%から見ると満足度は大きく上昇している。

平成29年８月

【施策】
・環境情報の体系的な整備、国民等への提供は、環境行政の各種政策を推進する基盤であり、また国民の
様々なニーズに対応するものであることから、環境情報の収集・整理や国民への分かりやすい情報提供、
オープンデータ等の取組を一層強化する必要がある。
・環境分野分析用産業連関表については、「平成23年版環境分野分析用産業連関表」を平成29年度中に環
境省HP上で公表することで、環境情報の充実を図る。

【測定指標】
・現行の測定指標である「環境問題に関する情報への国民の満足度」は、第四次環境基本計画（総合的環
境指標 iii)d)）に定められている。現在、本基本計画の見直しが実施されているところ、見直しで設定された
測定指標に置き換えることも検討する。

学識経験を有する者の知
見の活用

・平成28年度の中央環境審議会環境情報専門委員会において、「環境情報戦略」に基づく施策のフォロー
アップ調査を実施した。
・「平成23年版環境分野分析用産業連関表」については、平成29年度の公表に向け、平成28年度に「環境
分野分析用産業連関表のあり方に関する検討会」を開催し、学識経験者から意見聴取を行い知見の反映を
行った。

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

環境にやさしいライフスタイル実態調査報告書

担当部局名
大臣官房

環境計画課
　作成責任者名
　 （※記入は任意）

秦　康之
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